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修士論文要旨
第１章　本研究の立場
　普賢岳災害による島原災害は災害後の行政対応の成功事
例としてよく知られている。その防災計画が，住民合意に
基づいて早期に実現されたにもかかわらず，約20年を経た
いま，なぜ住民は不満を持つことになったのだろうか、こ
の疑問を明らかにするのが本研究の目的である。
　本研究が事例とするのは，行政計画によって移転対象と
なった３つの町内会のうちのひとつ，集落の分断を伴う計画
によって，住民の個別の問題に対するコミュニティとしての
対応がより難しい問題としてあらわれた上折橋町内会である。
第２章　普賢岳災害と中尾川流域
　この上折橋町内会は，長崎県島原市の北部に位置する中
尾川流域の上流にある。そこは農業を基盤として発展して
きた集落である。この地域の災害の特徴は，1991年６月の
避難開始からいったん小康状態となる時期を迎え，避難所
や仮設住宅，近隣の町へ家畜とともに避難していた人びと
が，警戒区域の解除，避難勧告の解除を受けて，ふるさと
での復興を胸に，戻ってきたのち，２度目の災禍に見舞わ
れたことである。
第３章　早期に合意に達した防災計画
　この地域の行政計画よりも先行して取り組まれた水無川
流域では，防災上，緊急性を伴う行政計画でありながら、住
民合意が遅れたため被災拡大を招いた。そのため行政は，こ
の先行して取り組んだ住民合意形成過程の失敗経験から学
ぶかたちで，尾川流域での防災計画に取り組むこととなっ
た。そのため行政は，きわめて早い計画段階から住民に対
し情報を開示し，計画策定に住民の参画の機会をつくって
いった。そして，この調査対象地域の最上流の３つの町内
会のうちの２つの町内会は全戸移転を伴う計画受け入れを
早々に表明し，住民の意向をくんだ理想的な防災計画とし
て，一般に計画を公表することができた。
　一方、残されたもうひとつの上折橋町内会は，計画の線
引きでは、町内会区域内を分断線が走ることになった。そ
れでも、災害の災禍がおさまらない状況下では，「島原市街
地を守るため」と大義名分を掲げられた防災計画を受け入
れざるを得なかった事情がある。そのため，計画公表から
わずかひと月で，防災計画は住民合意を得られ，行政がもっ
とも危惧していた島原市街地への被災拡大を防ぐことがで
きたのである。
第４章　コミュニティの解散を招いた復興計画
　ところが、緊急性を伴う防災計画が早期に住民合意に達
したにもかかわらず，生活再建を目的とする防災計画の次
の復興計画では，上折橋町内会は内部に難しい問題を抱え，
集落全世帯の集団移転という選択肢を失っていく。上折橋
町内会が抱えた問題はふたつある。
　ひとつは，警戒区域に指定され移転対象となった57世帯
と，警戒区域に指定されることなく移転対象とならなかっ
た８世帯との間に生じた補償をめぐる経済的格差の問題だ。
　ふたつ目は，移転方法をめぐる対立の問題である。被災
地より離れた海岸の埋め立て地を移転先とする行政計画に
対し，住み慣れた環境に近い地区を要望する町内会は，復
興計画に反対の意を表明した。そして，上流の２つの町内会
が積極的に集団移転を進め，対立が長期化するなかで，内部
に補償をめぐる経済的格差の問題を抱えた上折橋町内会は，
町内会ぐるみの集団移転という選択肢を失ってしまった。
　集団移転という選択肢を失ったことで，人びとは個別移
転せざるをえなくなる。これにより，上折橋町内会は解散
したに等しい状態となると同時に，行政が進めてきた復興
計画の枠組みからも外れていったのである。
第５章　結論
　現在では、防災計画においては，災害時という特殊な状
況での強権的な方法ではなく，住民参画によって計画が進
められている。そのため、たしかに当地域の計画は、早期
に防災対応が実現できた計画として高く評価されているの
は当然なことである。しかしながら，その後の生活再建を
伴う行政計画によって，地域コミュニティは，集団移転と
いう選択を失い，解散したに等しい状態となり、地域生活
が崩壊してしまった。
　災害時の行政計画は，自然災害（第１の災害）への対応
という点で，社会的に正当な説得力を持つ。ゆえに，災害
直後に緊急性を持って防災の視点で講じられる行政計画は，
人びとにとって必要とされる行政計画なのである。
　しかしながら，本事例では第１の災害対応としての成功
が，地域を崩壊させるコミュニティの解散という犠牲を招
いていたことが明らかとなった。ここに災害から20年を経
て今，住民が不満を持つことになった根本理由がある。
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